
コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス体制
東京エレクトロン（TEL）は、「革新的な技術力と、多様なテクノロジーを融合する独創的な提案力で、半導体と FPD

産業に高い付加価値と利益を生み出す真のグローバルカンパニー」というビジョンを掲げています。海外の売上比率

が80％を超える環境下において、グローバル競争で勝ちぬき、持続的成長を実現する真のグローバルカンパニーとな

るためには、それを支えるガバナンス体制を構築することが重要であると考えています。そのため、TELがもつワー

ルドワイドのリソースを最大限に活用するための仕組みを構築するとともに、多様な意見を取り入れ、経営基盤および

技術基盤を強化し、グローバル水準の収益力を確立できるガバナンス体制を整備します。

TELは、取締役会および監査役会から構成される監査役会設置会社の方式を採用し、監査役会による経営の監督の

もと、実効性のあるガバナンスを実現しています。また、重要な業務執行の意思決定および監督機能を有し、執行部に

よる適切なリスクテイクを支える取締役会に加え、①経営の公正性、実効性、透明性の確保を目的とする指名委員会、

報酬委員会、 ②会社戦略の立案、推進機関としてのCSS（Corporate Senior Staff）、 ③執行部における審議機関として

の業務執行会議、を設置するなど、TELの持続的成長に向けた攻めのガバナンス実現に資する体制を敷いています。

経営課題解決にふさわしい取締役会の持続性
中長期的な企業価値の向上を支える実効性の高いガバナンス体制のもと、取締役会は業務執行を担う経営陣の戦略

的意思決定を適切に監督・評価（モニタリング）しています。取締役会はその役割・責務を果たすため、知識・経験・

能力をバランスよく備えた人材構成と多様性の確保に取り組んでいます。さらに、持続的成長を支える次世代の経営

執行を担う人材を育成するため、CEOおよび代表取締役は執行役員を中心に常に後継者候補を想定し、その育成に努

めています。日々の業務執行を通して、後継者候補の能力、人格、品格、見識を多面的に評価しつつ、配置転換や研修

の機会を設けることなどにより、候補者の研鑽を常にサポートしています。

一方で、取締役会による経営の健全性を監督するため、監査役会は、常勤監査役による実査や、内部監査部門・会計

監査人との適切な連携により、監査役監査に必要な情報を入手する体制を整えています。加えて、諮問機関としての

指名委員会、報酬委員会が、CEO、経営陣の候補者選定と報酬に関する提案を取締役会におこなうことで、経営の公正

性や実効性、透明性を確保しています。

このような体制のもとで、取締役会の運営をおこなうことにより、経営課題の解決にふさわしい取締役会の持続性

の維持に努めています。

コーポレートガバナンス体制、内部統制システムおよびリスク管理体制の模式図
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監査役会東京エレクトロン（TEL）では、経営の監視・監督機能を充実させ、企業価値を短期のみならず中長期的に向上させていくために、実効

性のより高いガバナンスを追求し、コーポレートガバナンス体制のさらなる改善やリスクマネジメントの強化、コンプライアンスの徹

底に努めています。また人権尊重を実践する取り組みとして、グループ全体の人権に関する方針をまとめた「人権について」に基づき、

教育や周知を徹底するとともに、人権デューデリジェンス（評価と是正）や救済のプロセスを展開しています。サプライチェーンにおい

ては、お客さまやお取引先さまとともにサステナブルなオペレーションを実現すべく、グローバルスタンダードに準拠した取り組みを

推進しています。近年深刻さが増す気候変動や異常気象の問題に対しては、TELのバリューチェーン全体において環境負荷を低減すべ

く製品や事業所の中長期環境目標の達成に取り組み、地球環境の保全に努めています。TELはグループ全体の事業活動を支える強靭で

健全な経営基盤の構築に努め、さらなる企業価値の向上を目指しています。

主な活動 SDGsへの取り組み

■実効性の高いガバナンスを確実に展開し、強固な経営基盤を構
　築することにより、企業価値を向上させサステナブルな社会の
　発展に貢献

■コンプライアンスを重要な事業戦略として推進、また環境や
　人権に配慮したオペレーションを展開することにより、公正
　かつ平等な社会の構築に寄与

■コーポレートガバナンス
　戦略的意思決定の監督・評価、取締役会の実効性評価のプロ
　セスと経営課題、IR活動など
■リスクマネジメント
　リスクマネジメント体制および取り組み、内部監査部門におけ　
　　る監査など
■コンプライアンス
　コンプライアンス体制、コンプライアンスの取り組み
■人権の尊重
　人権についての考え方、人権についての取り組み
■サプライチェーンマネジメント 
　サプライチェーンにおける取り組みなど

■環境マネジメント
  地球温暖化防止・省エネルギーの取り組み、水使用量削減の
　　取り組み、廃棄物削減の取り組み、化学物質の管理など
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価値向上に向けた経営基盤の構築
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経営基盤
Management foundation

社長・経営陣のスキルおよび多様性
指名委員会は、業務執行取締役の選定において、経営者としての経験・見識・実績に裏付けられた優れた執行能

力、あらゆるリスクに対して感度が高く、正しい分析と判断を可能とする能力、自身が正しいと信じる意見を率直に

議場で発言する能力などを重視しています。同時に、多様なバックグラウンドや知見からの建設的な議論を確保す

るため、「営業・サービス系」「製造工場系」「技術開発系」「管理部門系」などのバランスを考慮し、社内の各部門に精

通した人材を取締役候補として取締役会に提案しています。

業務執行取締役は、各部門を代表しておこなう議案の付議および説明にとどまらず、異なる視点から客観的、建設

的な意見を述べることにより、取締役会における活発な議論や適切な意思決定および執行の監督に寄与しています。

社外役員のスキルおよび多様性

戦略的意思決定の監督・評価

独立社外取締役および社外監査役は、社内出身の取締役による同質の議論に偏ることのないよう、独立した立場

から忌憚のない意見を述べ、グローバル競争で勝ちぬくために取締役会の議論を適切な方向に導く役割を担ってい

ます。その選定にあたっては、「グローバルビジネスに関する知見」「関連業界に関する幅広い見識」「多彩な人的ネッ

トワーク」「社会的な視点」「資本市場の視点などからの客観性」「財務・会計に関する知見」「法律全般に関する知見」

などを備えた人材でバランスよく構成することを重視しています。

取締役会は、TELグループの戦略的な方向付けをおこなうことを主要な役割と認識し、CSSにおける議論などを

経た経営戦略や経営計画などについて建設的な議論をおこない、中期経営計画などの進捗を監督する場として機能

しています。また、取締役会は執行部に委譲した決裁権限事項について、執行部における意思決定が適切に機能して

いるかを監督するため、業務執行会議における審議状況の報告や説明を求めています。　　　　

取締役会においては、事業に精通した業務執行取締役の説明や発言に対して、独立社外取締役と監査役の積極的

な助言と質問がなされています。両者の視点が相まって、業務執行の決定および監督に不可欠である適度な緊張と

建設的な議論が実現されています。

また、独立社外取締役および監査役から的確な助言と質問を得るため、取締役会の付議事項について事務局より

適宜、事前説明をおこなっています。特に重要な事項については、独立社外取締役および監査役と執行部との間で意

見交換をおこなう場を設けるなど、独立社外取締役および監査役に対する十分な情報提供および意見交換に努めて

います。

役員報酬制度の設計と結果

固定基本報酬

固定基本報酬は、国内外の同業企業の報酬水準を参照し、外部専門機関の職務等級フレームワークに基づく職責

の大きさに応じて設定しています。

年次業績連動報酬

年次業績連動報酬は、現金賞与と株式報酬型ストックオプションで構成し、当年度の業績に連動して支払われる

利益配分型の報酬としています。その算定式には、親会社株主に帰属する当期純利益および連結 ROEの実績値を組

み込んでいます。

中期業績連動報酬

中期業績連動報酬は、株式保有を通して株主目線を共有し、企業価値増大への意識を高めることを目的としたパ

フォーマンスシェア（株式報酬）としています。取締役に対して交付される株式数は、各取締役の職責および3カ年の

対象期間における業績目標達成度に応じた支給率により変動します。業績目標達成度を測る指標としては、中期経

営計画と連動する形とし、連結営業利益率および連結 ROEを採用しています。

非業績連動報酬（株式報酬）

社外取締役を対象とする非業績連動の株式報酬は、社外取締役が担う経営の監督に加えて、中長期的な企業価値

向上の視点から経営に対して助言をおこなうという期待役割に対し、より整合した報酬体系とすることを目的に導

入しています。当該株式報酬においては、3事業年度を対象とする期間終了後に株式を交付します。

取締役会の実効性評価のプロセスと経営課題
TELではコーポレートガバナンス・ガイドラインに基づき、取締役会の実効性に関する討議、評価を毎年実施して

います。2019年度においても、取締役や監査役全員を対象に、取締役会および指名委員会、報酬委員会の実効性を評

価する上での主たる項目に関し、質問形式によるアンケート調査を実施しました。このアンケート結果に加え、社外

取締役および社外監査役を主たるメンバーとして意見交換や討議を実施した上で、取締役会全体で共有し、取締役

会の実効性に関しての審議と包括的な評価を実施しています。また、アンケートについては社外コンサルタントの

目線や意見を取り入れ、結果分析をおこなうなど、より客観性の高い監督や評価が得られるように取り組んでいま

す。分析や評価の結果、認識した課題については、取締役会における議論を深め、適宜改善に取り組んでいます。

2019年度においては、取締役会の構成に関して、ジェンダー面での多様性が進展し、社外取締役の適切な比率に

ついて取締役会で討議しました。さらに、取締役会とは別にオフサイトミーティングを開催し、経営戦略、リスクマ

ネジメント、グループガバナンス、CSRなど中長期的にも重要なテーマについて重点的に討議をおこなっています。

TELグループの役員報酬の基本方針として、①グローバルに優秀な経営人材を確保するための競争力のある水準 、

②短期的業績および持続的な成長に向けた中長期の企業価値向上との高い連動性、③報酬決定プロセスの透明性・公

正性、報酬の妥当性の確保、を重視しています。取締役のうち、社内取締役の報酬は、「固定基本報酬」「年次業績連動

報酬」「中期業績連動報酬」により構成されています。また、社外取締役の報酬については、2019年度分から非業績連

動の株式報酬制度を新たに導入し、年次業績連動報酬（現金賞与）を廃止したことにより、「固定基本報酬」「非業績連

動報酬」で構成されます。監査役の報酬については、経営の監査・監督が主たる役割であることを踏まえ、「固定基本

報酬」のみとしています。

また、経営の透明性や公正性、報酬の妥当性を確保するために、独立社外取締役を委員長とする報酬委員会が、外

部専門家からの助言を活用し、国内外の同業企業との報酬水準などの分析比較をおこなっています。その上で、グロ

ーバルに競争力があり、TELグループに最も適切な報酬制度および代表取締役の個別報酬額について、取締役会に提

案しています。

利益配分の方針
TELでは、すべてのステークホルダーに対して会社の利益を適切に配分することを基本的な考え方としています。

株主への配当政策は、業績連動型配当の継続実施であり、親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向

50％を目処とすることを基本方針としています。さらに安定的な配当実施の観点も考慮し、1株当たり通期 150円と

いう下限設定もおこなっています。

利益成長を通じて企業価値向上を図るべく、内部留保資金を有効活用し、成長分野に重点的に投資するとともに、

業績連動型・収益対応型配当により株主に対して直接還元をしています。なお、株主還元の一環として、自己株式の

取得については機動的に実施を検討します。

連結配当性向

※ただし、１株当たり年間配当金 150円を下回らない
※２期連続して当期利益を生まなかった場合は、配当金の見直しを検討する

50.0%
％
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経営基盤
Management foundation

リスクに対する取り組み
TELでは、各年度においてグループとしての重要リスクを定め、リスクを低減するための活動を着実に進めていま

す。2019年度は、次の項目に関する対策強化＊ 1をおこないました。

■環境

　気候変動や異常気象は地球規模において喫緊の問題となっており、企業に対しては環境法規制や業界行動規範の

遵守に加え、バリューチェーン全体における環境負荷低減の要請も強まっています。TELでは、中長期環境目標の

達成に向けた製品や事業所の環境負荷低減への取り組みに加えて、より消費電力の低いデバイス開発に寄与する製

造技術の提供をおこなうなど、環境に関わるオペレーションコストの削減と事業機会の創出に努めるとともに、全

社における環境マネジメントを推進しています。また、TCFD＊2の提言に賛同を表明し、国際的なフレームワークに

沿って気候変動が事業におよぼす影響や機会についての分析や開示に取り組んでいます。

■人権

　グローバル社会では不平等や差別、また強制労働などの人権問題が深刻さを増しています。企業においては、人

権に関する事業上のリスクを排除し事業活動を支える人々の人権を尊重することにより、サステナブルなオペレー

ションを展開していくことが重要になってきています。TELでは、国連のビジネスと人権に関する指導原則に基づ

き、「人権について」の考え方を明確にして人権リスクを洗い出し、是正のアクションを展開するとともに、通報制度

を含む救済システムのさらなる充実化を推進しています。自由、平等、非差別や雇用の自主性、また安全衛生や労働

時間などの項目に取り組み、事業活動のあらゆる面に人権尊重の考え方を取り入れることにより、従業員エンゲー

ジメントのさらなる向上や新たな価値の創造に努めています。

■研究・開発

　技術革新の速い市場において、競争優位性を保ちながら成長していくためには、イノベーションを創出し、付加価

値の高い製品やサービスを継続的に提供することが重要です。TELでは最先端技術の研究開発への投資を積極的に

おこない、自社の研究開発力を強化するとともに、国内外のコンソーシアムとの協業にも注力しています。また、お

客さまと技術ロードマップを共有し、開発の早期段階から連携することで、将来のニーズを反映した研究開発活動

を展開しています。これからも開発生産部門と事業部門が連携した全社開発体制のもと、次世代へ向けた技術開発

をさらに推進していきます。

■サプライチェーンマネジメント

　半導体やフラットパネルディスプレイの製造装置メーカーにとって、開発や生産、またサービスなどの活動をお

こなう上で、サステナブルなサプライチェーンマネジメントを推進していくことは不可欠です。TELでは、地震など

の自然災害により、重要部品の調達に支障が生じ、製品の生産が一時的に停止するという事態に備え、ネットワーク

を生かした代替生産体制の確立や、重要部品調達先のマルチソース化に継続的に取り組んでいます。加えて、事業継

続計画（BCP）を策定し、定期的に訓練を実施するとともに、生産棟の免震構造建築の推進、適切な在庫コントロール

などを通じ、製品の安定供給体制の確立に取り組んでいます。

■情報セキュリティ

　データ社会の発展とともに情報セキュリティの重要性が高まる中、企業においては情報リテラシーの向上に努め、

盤石な情報インフラを構築していくことが大切です。TELでは、情報セキュリティリスクとして、サイバーセキュリ

ティと機密情報管理の二つの観点で取り組んでいます。サイバーセキュリティについては、業界最高水準のセキュ

リティ対策機器を複数組み合わせて運用するとともに、従業員に対するセキュリティ教育を実施し、サーバーやパ

ソコンに対する破壊活動やデータ窃取、改ざんといったサイバー攻撃に対する情報保護に取り組んでいます。サイ

バー攻撃の手法など情報セキュリティを取り巻く環境は日々変化し続けていますが、その変化に追随し、かつ必要

な対策をグローバルで検討し、実施しています。機密情報管理については、特に退職者などを対象に返却や破棄を含

む確実な機密情報管理がおこなわれるよう人事部や知的財産部が密接に連携し、機密情報漏洩防止の強化に注力し

ています。

＊1
対策強化のうちコンプ
ライアンスリスクにつ
いてはP.45を参照

＊2
TCFDについてはP.8を
参照

IR（Investor Relations）活動
TELでは、適切な情報開示と資本市場との対話が経営の透明性を高め、企業価値の向上

に資するとの考えのもと、経営トップが積極的に IR活動に取り組んでいます。取締役会長

および社長が、国内外の IRカンファレンスや個別面談で適宜スポークスパーソンを務め、

資本市場との双方向のコミュニケーションを図っています。また、社長直轄組織として設

置された IR室は、資本市場からのご意見を経営に役立てるべく、定期的に経営トップに報

告しています。

リスクマネジメントについての考え方
社会や事業環境の変化とともに、企業を取り巻くリスクは複雑化、多様化しています。東京エレクトロン（TEL）で

は、事業を遂行する上で直面しうるリスクや影響を把握し、適切に対応することが、企業として持続的に成長してい

くために不可欠であると考えています。

リスクマネジメント

リスクマネジメント体制および取り組み
TELでは、より実効的なリスクマネジメントを推進するために、本社総務部内に統括組織を設置し、エンタープラ

イズ・リスクマネジメント*を展開しています。この組織では、各業務の担当所管部門と連携し、コンプライアンスリ
スク、人事・労務リスク、事業継続リスクなど、企業活動におけるさまざまなリスクの洗い出しをおこない、影響度と

蓋然性の高いリスクを TELグループの重要リスクと認定しています。また、重要リスクに対する低減策の策定や実

行、低減策実行による効果のモニタリング、そしてリスクのコントロール状況の把握をおこない、リスクマネジメン

トの PDCA活動を実施しています。2019年度はこれらの活動に取り組むとともに、リスクマネジメントの現状を把

握するため、本社の担当所管部門や国内子会社、海外現地法人におけるインタビューを実施しました。また、2020

年度以降は、リスクマネジメント、内部監査のそれぞれの機能と体制の強化を図ることにより、実効性の高いリスク

マネジメント活動をさらに推進していく予定です。これらの取り組みについては、定期的に取締役会や監査役会に

報告しています。

内部監査部門における監査
TELでは、グループ全体の内部監査部門である監査センターが、監査計画に基づいた監査を実施しています。　　

その結果、取り組むべき課題については、改善を指示するとともに、改善状況の確認や必要な支援をおこなっていま

す。財務報告に関する内部統制評価については、2019年度も有効であるとの評価を会計監査人より得ています。

＊
エンタープライズ・リ
スクマネジメント：リ
スクマネジメント活動
に関する全社的な仕組
みやプロセスのこと

報酬委員会については、委員長を社外取締役とし独立性を高めたほか、報酬委員会における役員報酬の今後のある

べき姿についての議論、また指名委員会における後継者計画についての議論をそれぞれ取締役会に共有しています。

こうした状況のもと、取締役会は、コーポレートガバナンス・ガイドラインにおいて定める「経営戦略およびビ

ジョンを示すこと」「戦略的な方向性を踏まえた重要な業務執行の決定をおこなうこと」といった取締役会の主たる

役割を、総じて高い実効性を担保して適切に果たしていると判断しています。また、指名委員会や報酬委員会を含め

有効に機能していると認識しています。

今回の実効性評価の結果を踏まえ、TELの取締役会は、中長期的な経営戦略に関する議論をさらに充実させるべ

く、十分な議論の機会と時間の確保に努めています。また、リスクマネジメント態勢やグループガバナンスのさらな

る強化にも取り組んでいきます。指名委員会に関しては、より客観性を高めるために、適切な委員構成に向けた見直

しに加えて、指名委員会と取締役会の関わり方を検討していきます。さらに、ESGや SDGsを意識したステークホル

ダーとの対話の強化を図っていきます。

アニュアルレポート
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コンプライアンスについての考え方
ステークホルダーからの「信頼」は事業活動の生命線です。この「信頼」を維持するためには、企業倫理を高めコ

ンプライアンスを継続的に実践していくことが欠かせません。「東京エレクトロングループ倫理基準」（倫理基準）で

は、東京エレクトロン（TEL）グループが事業を展開する国・地域の法令および社内規程・規則に従って、業務を誠実

かつ公正に遂行する上での「とるべき適切な行動」を定め、全役員・従業員が内容を理解し、実践することを求めて

います。

コンプライアンス

コンプライアンス体制
コンプライアンス体制の強化および実効性確保のため、海外主要拠点でコンプライアンス責任者（リージョナル・

コンプライアンス・コントローラー）を任命し、新設したチーフ・コンプライアンス・オフィサーおよびコンプライ

アンス部に直接報告する体制を構築しています。コンプライアンス部では、主に TELグループのコンプライアンス

に関する実践計画の策定・見直し、企業倫理の確立・実践、教育研修の立案・実施、内部通報制度の確立・運用をお

こなっています。

コンプライアンスの取り組み

企業倫理

全役員および従業員が守るべき共通かつ最低限の行動規範として倫理基準を制定するととも

に、倫理委員会を設置し、TELグループにおけるコンプライアンスおよび企業倫理のより効果的

な浸透・推進を図っています。また、懲戒処分をおこなうにあたり、合理的かつ相当性のある処分

および適正手続を履践することを目的として、懲戒委員会を倫理委員会の下部組織として設置し

ています。

倫理基準については日本語を含む 5言語で作成し、その冊子を全役員・従業員に配布すること

などにより、周知を徹底しています。2020年 5月には倫理基準を改訂し、グローバルカンパニー

として求められる内容を反映するとともに、個人情報保護、情報セキュリティ、マネーロンダリ

ングなどの重要項目を追加しました。また、冊子デザインの変更や表現を箇条書きにし、分かりやすさと使いやすさ

を追求し、改訂をおこないました。さらに、改訂内容を理解し、遵守する旨の誓約を全役員・従業員から定期的に取

得することにより、コンプライアンスおよび企業倫理のさらなる強化に努めています。

贈収賄禁止および競争法に関するグローバルポリシー

　2020年度には、贈収賄禁止および競争法に関するグローバル共通のポリシーを制定します。贈収賄禁止ポリシー

では、贈答・接待・寄付における基準を見直し、基準外でおこなう場合には、事前に申請が必要となるプロセスを

徹底します。競争法ポリシーでは、事業活動をおこなっている国や地域に適用される法令に基づき、違反行為の類

型を分かりやすくまとめています。

コンプライアンス教育

　全従業員を対象とした階層別のウェブ教育や対面式研修を実施しています＊1。2020年度は、より体系的で計画的な

教育プログラムの拡充や多言語対応を進め、TELグループにおけるコンプライアンス意識の醸成および行動に向けた啓

発活動を強化していきます。

チーフ・コンプライアンス・オフィサー

法務・コンプライアンス本部長

代表取締役社長・CEO

米国

リージョナル・コンプライアンス・コントローラー

シンガポール/
マレーシア

ヨーロッパ 韓国 台湾 中国

コンプライアンス部
（Headquarters）

＊1
企業倫理・コンプライ
アンス基礎研修、腐敗
防止セミナー、輸出コ
ンプライアンス、イン
サイダー取引防止、下
請法、ハラスメント防
止などがあり、一部研
修は対象者を限定して
実施しています

内部通報制度

　法令または企業倫理に反する行為、もしくはその可能性のある行為については、従業員が職制以外のルートで情
報提供および救済を求める手段として、守秘性・匿名性・報復禁止を確かなものとする内部通報窓口を設置してい

ます。内部通報窓口としてはお取引先さまも利用できる社内窓口の他、弁護士事務所に直接相談できる社外窓口が

あります。2020年3月には、第三者機関のシステムを利用したグローバ

ル統一の窓口（TELグループ倫理・コンプライアンスホットライン）を設

置し、より高い守秘性・匿名性を確保しました。この窓口は、電話や専用

サイト経由で24時間365日利用可能であり、従業員が使用するすべての

言語に対応しています。

＊2
コンプライアンス違反
行為に関与した従業員
などが自ら相談・報告
をおこなった場合、懲
戒処分を減免すること
ができる制度（リーニ
エンシー）を導入して
います

TELグループでは、相談・報告があった場合には、社内規程に基づき調査を実施し、その結果、コンプライアンス

違反が認められた場合は、就業規則に基づき処分をおこないます＊2。また、適宜、職場環境の改善など必要な是正策

および再発防止策を講じています。

2019年度に内部通報窓口に寄せられた相談・報告件数は 64件（海外子会社は除く）で、内容は、主にハラスメン

トや勤怠・労働環境に関するものでした。これらにおいて、TELグループの事業および地域社会に大きな影響を与え

るような法令または倫理基準の違反に関する通報および事案はありませんでした。

人権についての考え方
東京エレクトロン（TEL）は、企業の社会的責任を自覚し、高い倫理観に基づいた行動が重要であるとの認識から、

創業以来とりわけ人権尊重の考え方を大切にし、基本理念および経営理念でその考え方を明文化しています。人権

の尊重は、単に人々への事業上の負の影響を排除するのみならず、事業活動を支える人々を尊重し、持続可能で夢の

ある社会を実現するための重要な取り組みであると捉えています。TELは、事業活動のあらゆる面に人権尊重の考

え方を取り入れ、個人がその能力を最大限に発揮し、いきいきと活動できる企業文化の醸成に努めています。

人権の尊重

代表取締役社長・CEO
チーフ・コンプライアンス・オフィサー

取締役会
監査役

報告

報告

調査/是正依頼

進捗・結果報告

報告/相談通報/相談

関連部門
など

通報/相談

進捗・結果回答 /フォローアップ

通報/相談

進捗・結果回答

通知

第三者提供の
システム

進捗・結果回答

フォローアップ/救済

コンプライアンス部/
各現法の法務・

コンプライアンス部門

社内窓口

報告者/
相談者

社外窓口（弁護士事務所）

www.tel.co.jp/csr/employee/diversity/URL
倫理基準

内部通報制度の利用数

64件
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サプライチェーンについての考え方と体制

サプライチェーンにおける取り組み

サプライチェーンマネジメント

調達についての考え方と体制

東京エレクトロン（TEL）が目指す価値の高い製品づくりは、製品を構成するすべての材料、部品の機能が発揮さ

れ、高品質を追求することを基盤としています。そのため、お取引先さまとのコミュニケーションを大切にし、継続

した信頼関係に基づき、ものづくりにおいてグローバルレベルでともに成長し続けることを目指しています。

各国の法令・社会規範および RBA行動規範に基づいた独自の調達方針を策定の上、TELグループおよびお取引先

さまに展開し、調達活動を推進しています。活動により判明した課題は、調達体制の責任者である代表取締役社長の

もと、製造会社社長会や資材部門長会議などで共有し、具体的な改善案を検討しています。

CSRの展開

TELでは、お取引先さまにおけるCSR活動の取り組み状況を把握するために、2013年度からCSR調査を実施してい

ます。この CSR調査は、RBA行動規範に基づいており、お取引先さまからいただいた回答を分析し、フィードバックす

ることでさらなる改善活動に役立てています。調査は RBAが定める監査基準に準拠して、部品や原材料の調達先であ

る資材系のお取引先さま＊ 1を対象に実施しています。2019年度の調査では、評価レベルで 36%、評点で 56%のお取引

先さまにおいて改善を確認しました。また、RBA行動規範で特に重視される児童労働、強制労働、債務労働、非人道的扱

い、虚偽報告、記録の改ざん、贈収賄が確認されたお取引先さまや、リスクが高いと判断された一定規模以上＊2のお取

引先さまはありませんでした。

なお、2018年度からは派遣や請負などの人材系や、大手物流通関業者を中心とした物流系のお取引先さま＊3も対象

に調査を実施しています。

＊1
調達額の８０％以上を
占めるお取引さまに対
し、2013年度より継続
的に調査実施

＊2
従業員500名以上

＊3
人材系: 派遣会社およ
び請負会社（構内請負）
100％
物流系: 通関関連業者
100％

責任ある鉱物調達（紛争鉱物）　

TELは、人権侵害や労働問題などの根源となっている非合法に搾取・採取された紛争鉱物（3TG＊4）に関する取

り組みを企業の社会的責任と捉え、これらを使用した原材料や、含有する部材・部品などの採用を排除していく方

針です。

2019年度は、RMI＊5の帳票（CMRT＊6）を使用し、6回目となる紛争鉱物調査を実施しました。その結果、紛争非

関与と判定する根拠の一つであるRMAP＊7準拠製錬所を 261社特定することができました。また、紛争関与の 3TG

を使用した調達品は確認されませんでした。

調達BCP　　

　TELでは、事業継続計画（BCP）の一環として、継続的にお取引先さ

まと災害対策活動に取り組んでいます。災害発生時にいち早く被災状

況を確認し、速やかに復旧に向けて協働できるよう、調達品の生産拠

点をデータベース化しています。2019年度は、約 18,000拠点を登録

し、災害発生時の被災状況調査を8回実施しました。

　また、調達額の80%以上を占めるお取引先さまに対しBCP調査＊8

を実施し、その結果は回答内容を分析した上でお取引先さまへフィー

ドバックし、改善活動につなげていただいています。2019年度の調査では、評価レベルで 16%、評点で40%のお

取引先さまにおいて改善を確認しました。

＊4
3TG：タンタル、スズ、
タングステン、金

＊5
RMI: Responsible Min-
erals Initiative。3TG
を扱う製錬所について、
紛争鉱物の取り扱いが
ないか監査・認定を実
施している組織

＊6
CMRT: Conflict Min-
erals Reporting Tem-
plate

＊7
RMAP：Responsible 
Minerals Assurance 
Process。RMIが提唱・
主導する紛争鉱物不使
用製錬企業プログラム

＊8
BCP調査：調達額の８０％
以上を占めるお取引さ
まに対し、2012年度よ
り継続的に調査実施

Plan Do Check
お取引先さまへの
お願いの周知と
CSR活動の要請

調達方針
調達方針附則文書：

取引先さまへのお願いの策定

サプライチェーン
CSRアセスメントの実施と

回答結果の分析

サプライチェーンCSRの展開

Act
お取引先さまへの

結果のフィードバックと
改善要請

サプライチェーンCSRの展開

台湾 1.0%

2019年度 国別サプライヤー拠点数占有率

日本 88.9%

その他 4.7%

中国 3.2%

米国2.2%

社内やお取引先さまにおいては、この「人権について」の周知・徹底に注力しています。2018年度には、TELのウェ

ブサイトに掲載し、「人権について」を社内外に公開するとともに、TELで働くすべての役員・従業員を対象とした

人権に関するウェブ教育を実施しました。

また、2019年度には人権デューデリジェンスを実施し、人権リスクの調査、および影響の特定と評価をおこない

ました。人権リスクの調査においては、RBAの行動規範に基づく社内向け自己評価調査票（SAQ）や、資材や人材、ロ

ジスティクスに関わるお取引先さまに対して実施するCSR調査＊2を活用し、バリューチェーン全体における現状の

把握をおこないました。これらの調査結果より影響の特定と評価をおこない、是正のアクションを明確にし、展開し

ています。

　TELでは、実効性の高い救済メカニズムの重要性を認識し、その確立と運用に取り組んでいます。2019年度には、

国内、海外において従業員やお取引先さまを対象とした内部および外部通報窓口の仕組みをさらに強化し、運用を

開始しました。

　今後も人権デューデリジェンスを継続的に実施していくことにより、事業活動における人権の課題に関する評価

と是正に取り組み、また救済メカニズムのさらなる充実に努めていきます。

社内においては評価の結果、労働および安全衛生の分野で人権課題につな
がる可能性のあるリスクが見つかりました。労働時間の法令遵守に今後も
努めるとともに、さらなる業務効率化の推進、また安全衛生においては、関
連設備の充実化を図り人権リスクの削減に取り組んでいきます。お取引先
さまにおいては、同様に労働および安全衛生の分野で人権課題につながる
可能性のあるリスクが見つかり、法令・業界行動規範に沿った労働時間の
再確認、緊急事態への備えなどを要請しました。

＊2
CSR調査：P.48　サプラ
イチェーンマネジメン
ト参照

お取引先さまにおけるCSR調査の結果　※従業員500名以上

労働

安全衛生

リスクがないと考えられる潜在的/顕在的リスクが考えられる

0　　　 　 　　20 　 　　　　40　 　　 　　 60 　 　　　　 80 　 　　　100　　（％）

人権についての取り組み
TELでは 2017年度に人権の考え方をまとめた「人権について」を制定し、事業活動において特に重要と考える人

権項目を「自由、平等、非差別」「雇用の自主性」「製品安全と職場の安全衛生」「結社の自由」「適切な労働時間と休憩・

休日・休暇の確保」と定義しています。「人権について」の制定にあたっては、国連の「ビジネスと人権に関する指導

原則」と、その中で言及されている「国際人権章典」「労働における基本的原則および権利に関する ILO宣言」、また国

連グローバル・コンパクトの 10原則および RBA行動規範＊1を参照しています。

＊1
RBA行動規範: RBAが、
電子機器業界のサプラ
イチェーンにおいて、
労働環境が安全である
こと、そして労働者が
敬意と尊厳を持って扱
われること、さらに製
造プロセスが環境負荷
に対して責任をもって
いることを確実にする
ための基準を規定した
もの

人権尊重のコミットメント
・「人権について」公表
・周知と徹底
・ウェブ教育
・教育

定期的な情報の開示
・サステナビリティレポートの発行
・ウェブサイトでの開示

事業およびサプライチェーン上の
人権リスクの評価
・CSRアセスメント
・人権リスクアセスメント
・人権インパクトアセスメント

評価の結果に基づく
リスク低減に向けた行動
・フィードバックシートの発行
・課題に応じたプログラムの
　構築とレビュー

Commitment
コミットメント

Report
報告

Assessment
評価

Remediation
是正
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経営基盤
Management foundation

地球温暖化防止・省エネルギーの取り組み
TELでは、事業所ごとに設定した原単位をベースとして、エネルギー使用量を前年度比 1％削減する目標を掲げて

います。この目標達成に向けて、クリーンルームの省エネルギー運転、オフィス冷暖房の適切な温度設定、省エネル

ギー性能に優れた機器の導入、再生可能エネルギーの導入など、さまざまな取り組みを進めています。

これらの活動の結果、2019年度の売上高当たりの事業所エネルギー使用量は、前年度比 20％増加しました。一

方、生産量の増加や製品開発評価に伴うエネルギー使用量の増加により、電力使用量は 318GWh（前年度比 4％増）、

エネルギー起源CO2 排出量＊は、国内の電力使用量の排出係数が

減少したこともあり、144 千 t（前年度比2％減）となりました。ま

た、国内事業所においては2018年度より、事業運営とエネルギー

の相関性から原単位をより適正なものに見直し、共通化して運用

しています。具体的には、各地区の開発評価機台数、生産台数、床

面積、工数のデータを利用した複合重みづけにて算出する原単位

としました。この結果、国内および海外の合計 11 事業所のうち、

6 事業所で目標を達成しました。

＊
2019年度の国内の電
力使用量の排出係数
は、電気事業者別の調
整後の排出係数を使用
し、海外の電力使用量
の排出係数は国際エネ
ルギー機関（IEA）発行
の Emissions Factors 
2019 editionの排出係
数を使用

環境マネジメント体制

環境についてのリスクと機会

気候変動など環境問題の重要度の高まりや、お客さまをはじめとするステークホルダーの環境・ ESGに対する要

請に応え、中長期的に活動を推進するために、東京エレクトロン（TEL）では新たに環境担当 General Manager会議

および TELコーポレート環境会議を設置しました。これらの会議は、TEL環境担当責任者および関連する部門のメ

ンバーで構成され、TELの環境に関する会社全体の方向性や中長期環境目標の進捗を確認しています。また、TELで

は、継続的に環境活動を改善していくために、1997 年より製造子会社を中心に ISO14001 に基づく環境マネジメン

トシステムを運用しています。2017年 3月には、それまで国内の各事業所で取得していた ISO14001 の一括認証を

取得しました。この一括認証に合わせ、環境影響評価や有益な環境側面の抽出、および環境マネジメントプログラム

や内部監査チェックリストのフォーマットをグループで統一しています。2019年度は、グループ全体で階層別に合

計約 100 の環境目標を設定し、改善活動を実施しました。活動の進捗や法規制の遵守状況は、内部監査や第三者によ

る監査により確認しています。これらの活動を通して認識した課題については、EHS会議で検討の上、製造会社社長

会へ報告し、グループ全体の環境活動に反映しています。このような環境マネジメント体制のもと、2019年度も環

境関連の事故・違反、またこれらに関わる訴訟などはありませんでした。

環境に関わるさまざまな課題は、私たちの生活や企業の活動に影響をおよぼします。気候変動や異常気象による

地球の平均気温の上昇、暴風や災害、水不足などによる物理的リスクは、資産に対する損害やオペレーションコスト

の増加、サプライチェーンへの影響など事業におけるリスクを高めます。法的リスクとしては、環境関連法規制や温

室効果ガス排出規制の強化、炭素税などを導入することで、対応にかかるコストの上昇につながると認識していま

す。一方、環境に対する取り組みを進めることは、優れた環境対応製品の販売機会の増加や、オペレーションコスト

の削減、さらには企業価値の向上にもつながります。TELの参入する半導体・フラットパネルディスプレイ（FPD）業

界において、高い技術力で付加価値を創造することにより、低消費電力の半導体・FPD製品の創出や、IT技術を駆使

した省エネルギー化社会の構築に貢献していくことができます。

TELでは、ISO14001の要求事項に基づき、環境に関する「内部・外部における課題」について気候や大気の質、お

よび水質と組織の関連を分析・特定し、お客さまやお取引先さま、また行政機関や従業員からの環境に関連するニー

ズや期待を明確にし、TELグループの遵守義務を特定しました。これらの情報から、「取り組むべきリスクおよび機

会」を、①環境マネジメント: 事業活動での環境負荷低減、②法令等の遵守、③製品競争力の強化: 製品の環境貢献、と

設定しています。

環境マネジメント

会社名 事業所名 取得年月日

東京エレクトロン EHS推進室（府中事業所）

　1998年5月
東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ 藤井事業所/穂坂事業所/東北事業所

東京エレクトロン九州 合志事業所/大津事業所

東京エレクトロン宮城 大和事業所

Tokyo Electron (Kunshan) － 2013年3月

TEL Manufacturing and Engineering of America
Chaska Office 2013年3月

Billerica Office＊ 2018年5月

Tokyo Electron Korea Balan Factory 2014年7月

ISO14001認証取得状況

5,410千 t171千 t464千 t

自社以外の排出
スコープ 3 上流

上流 下流

自社の排出
スコープ 1、2

自社以外の排出
スコープ 3 下流

27千t

燃料・ガス使用による
直接排出
スコープ 1

144千t

電力使用と熱購入による
間接排出
スコープ 2

5,229千t

179千t

輸送・流通（下流）

販売した製品の使用

2千t

販売した製品の廃棄後の処理

12千t

従業員の通勤

9千t

出 張

1千t

事業から発生する廃棄物

9千t

輸送・流通（上流）

164千t

資本財

256千t

購入した製品・サービス

13千t

燃料とエネルギー関連活動

バリューチェーン全体のCO2排出量

TEL グループのスコープ 1 およびスコープ 2 の合計は 171千 t である一方、スコープ 3 は、合計 5,874 千 tと全体

の約 97% を占めています。特にその中でも、販売した製品の使用での CO2 排出量が 5,229千 tと全体の約 87％を

占めていることから、TEL は、稼動時の CO2排出量の少ない製品の開発が重要であると考えています。

スコープ 1： 
自社が所有または管理
する燃料・ガス使用の
排出源から発生する温
室効果ガスの直接排出

スコープ2： 
自社が購入した電気、
蒸気、熱の使用に伴う
温室効果ガスの間接排
出

スコープ3：
スコープ 1、2を除く製
品輸送、従業員の業務
上の移動、アウトソー
シングした主な生産工
程など企業のバリュー
チェーンからの排出

※スコープ3は、上流
活動（購入または取得
した製品・サービスに
関連する排出）と下流
活動（販売した製品と
サービスに関連する排
出）に分けられる

TELはバリューチェーン全体の環境負荷を認識し、その削減に配慮した事業活動を展開し、Technology for Eco Lifeの

スローガンのもと、最先端の技術と確かなサービスで環境問題の解決を目指します。

エネルギー原単位目標の達成事業所割合推移
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0
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■取り組み事例１　　

東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ（東北事業所）では、ボイラー室内の蒸気配管に保温材を施工

することで、放熱を防ぎ、より効率的にエネルギーを使用しています。これにより、年間 31千リットルの重油使用

量削減を見込んでおり、84 t-CO2の排出量削減にもつながっています。

■取り組み事例2　　

東京エレクトロン宮城では、食堂から排出される廃油をバイオ燃料化しています。2019年度はこのバイオ燃料

を構内で使用している発電機やフォークリフトでの使用を開始しました。

＊
Billerica O�iceは2020
年5月に移転
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生物多様性
TELグループの事業活動は、生物多様性がもたらす恩恵がなければ維持することはできず、また事業活動をおこな

うことは生物多様性に少なからず影響を与えています。この認識に基づき、取り組みの推進体制を整備し、生物多様

性の保全に努めていきます。2019年度には、国内事業所において生態観察会や保全活動を 2回以上おこなうことを

目標として掲げ、累計で 18回の開催となり、延べ参加者は 368名となりました。

グリーン調達
TELでは、2001年 1月から「グリーン調達ガイドライン」の運用を開始し、環境に配慮した部品、製品、および材

料を優先して購入するグリーン調達を推進しています。このガイドラインにより、お取引先さまに「環境管理体制の

整備」、「事業活動における環境影響の把握・低減・情報開示」、「製品への環境配慮」についてのご理解とご協力をい

ただけるよう努めています。

物流における取り組み
TELは、物流における環境負荷低減に向けた活動を推進しています。半導体や FPD製造装置の海外向け輸送につ

いては、空運から海運へのモーダルシフト＊2を進めており、併せて工期の短縮にも積極的に取り組んでいます。ま

た、FPD製造装置の出荷で用いてきた棚式台車を半導体製造装置の出荷にも取り入れ、トラックの積載率を向上さ

せることにより、CO2の排出量およびコスト削減に努めています。加えて、製品の出荷に用いる梱包材の省資源化を

推進しています。

環境コミュニケーション
TELでは、ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションを通して、環境への取り組みを推進しています。

TELの環境方針では、ステークホルダーの皆さまとの連携・協力を推進し、期待や要請に企業として適切に対応して

いくことを掲げています。 

2019年度には、社内における環境コミュニケーションをさらに推進するために、環境に関するウェブ教育プログ

ラムをリニューアルしました。このウェブ教育には、新入社員や中途社員を対象とした環境教育と、既存従業員を対

象とした更新教育の二つがあり、2019年度の国内における受講者は 11,000名を超えました。2020年度以降は、海

外においてもこの教育プログラムを展開していく予定です。

化学物質の管理 
TELでは、製品の開発、製造に使用するPRTR＊1法の対象となる化学物質について、取り扱い量、排出量などを継続的

に把握し、管理をおこなっています。また、当該化学物質の新規使用時や使用方法変更時には、事前に環境・安全衛生

上のリスクを確認しています。使用後は、専門業者への委託や社内処理設備の使用により、適切な処理を施しています。

フロン排出抑制法への対応は、法律に基づき簡易点検や定期点検などを実施し、充填および回収量の把握に努めていま

す。2019年度は、届け出を要するフロン類の漏えいに該当する事業所はありませんでした。

再生可能エネルギーの取り組み
TELでは、再生可能エネルギーの利用を進めています。東京エレクトロン宮城（大和事業所）および東京エレクト

ロン テクノロジーソリューションズ（藤井事業所、穂坂事業所）では、太陽光パネルで発電した再生可能エネルギー

を自社工場のエネルギーとして使用し、その状況をエントランスモニターで確認できるようになっています。東京

エレクトロン九州（合志事業所）では、発電したエネルギーを売却し、地球温暖化防止に貢献しています。なお、2019

年度は、国内で 3,804MWh の再生可能エネルギーを発電しました。

また、Tokyo Electron U.S. Holdings においては、グリーン電力を継続して購入しています。2019年度は3,334MWh 

購入しました。

水使用量削減の取り組み
水資源保全の重要性が地球環境の取り組みにおいて高まる中、TELグループでは各事業所で設定した原単位をも

とに、国内事業所においては 2011年度レベル、海外事業所においては各事業所で定めた基準年度と同等以下にする

ことを目標として掲げています。その達成に向けて、生産活動に使う純水の再利用、生活使用水の節水器具の設置、

雨水を利用した植栽への散水、食堂における水道蛇口の間欠運用などを継続して実施しています。

2019年度の水の使用量は、新しい建屋の稼動開始や製品開発評価に伴う使用量の増加により、前年度比 5％増の

1,305千㎥ となりました。また、国内外の事業所で設定した 13の目標のうち 9目標を達成しました。なお、2019年

度の排水量は 1,078千㎥ と試算しています。

＊ 1
PRTR: Pollutant Release 
and Transfer Register。
人体や生態系に害を与
えるおそれのある化学
物質について、その使
用量と環境への排出量、
廃棄物に含まれて事業
所以外に移動した量を
把握・集計し、公表す
る仕組み

＊2
モーダルシフト：輸送
手段の転換を図るこ
と。自動車や航空機に
よる輸送から、より環
境負荷の低い鉄道や船
舶による輸送に転換す
ることをいう 廃棄物削減の取り組み

TELグループでは、廃棄物排出量の抑制と可能な限りのリサイクルに努め、廃棄物を削

減する取り組みを推進しています。廃棄物の適正管理を目的とした電子マニフェスト＊ 3

の運用に加え、パーツ類の適正在庫化や緩衝剤の再利用などにも取り組んでいます。ま

た、廃棄物の分別活動の推進や、廃棄物置き場の改造をおこなうことにより、容積を増や

し、収集頻度を削減することで、廃棄物処理のコスト削減を実現しています。2019年度

は、国内の廃棄物業者の現地確認チェックリストを統一して調査をおこない、結果を共

有しました。このような取り組みの結果、2019年度の国内での単純焼却や埋立処分をお

こなう廃棄物排出量は 142t、リサイクル率＊4 は 98.9％となり、リサイクル率 97％以上という単年度目標を 2006年

度より 14年連続で達成しています。海外事業所におけるリサイクル率も 90.3％と、高水準を維持しています。

＊ 1
スケール: 機器や配水
管に付着し硬くなる、
水に含まれる無機塩類
化合物（カルシウム、
マグネシウムなど）の
こと

＊2 
ブロー水:  機器や配水
管の水に含まれる不純
物が過度に濃縮しない
ように排水する水のこ
と

＊3
電子マニフェスト：産
業廃棄物管理票（紙マ
ニフェスト）に代えて、
情報処理センターと
排出事業者、収集運搬
業者、処分業者が通信
ネットワークを使用し
て、産業廃棄物の流れ
を管理する仕組み

＊4 
リサイクル率：（再資
源化量／廃棄物排出
量）× 100

リサイクル率

98.9%

■取り組み事例　　

東京エレクトロン宮城では、冷却塔にスケール＊ 1付着防止システムを設置することで、ブロー水＊2の削減を進め

ています。このシステム導入により、水の削減効果だけでなく、従来使用していたスケール付着防止の薬液が不要

になることや、熱交換効率の向上による使用電力の削減も見込まれます。また、配管の腐食防止による延命化や、藻

の発生抑制による清掃工数の削減にもつながっています。

www.tel.co.jp/csr/environment/office/URL

www.tel.co.jp/csr/environment/green-procurement/URL

www.tel.co.jp/csr/environment/product/URL

www.tel.co.jp/csr/environment/office/URL

経営基盤
Management foundation
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